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議案第 ３２号

川口市監査委員に関する条例の一部を改正する条例

川口市監査委員に関する条例（平成５年条例第８号）の一部を次のように改正す

る。

第８条第１項中「、第２４３条の２の２第３項」を「並びに第２４３条の２の８

第３項」に改め、同条第２項中「第２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２

の８第３項」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ３３号

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正す

る条例

第１条 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年条例

第６５号）の一部を次のように改正する。

別表第１の１の項中「別表第１の１５の項下欄」を「別表第１の２３の項下欄

」に改める。

第２条 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を次のよう

に改正する。

第３条第２項中「別表第２の第２欄に掲げる事務」を「第１９条第８号に規定

する特定個人番号利用事務」に、「同表の第４欄に掲げる特定個人情報」を「同

号に規定する利用特定個人情報」に改める。

別表第１の１の項中「別表第１の２３の項下欄」を「別表２３の項下欄」に改

める。

別表第２の１の項及び２の項を次のように改める。

１ 市長 生活保護法（昭和２ 障害者関係情報、重度心身障害者医療
５年法律第１４４号 費関係情報、障害者福祉手当関係情報、
）による保護の決定 子ども医療費関係情報又はひとり親家
及び実施又は徴収金 庭等医療費関係情報であって規則で定
の徴収に関する事務 めるもの
であって規則で定め
るもの（以下「生活
保護関係事務」とい
う。）

２ 市長 生活保護関係事務に 地方税関係情報、中国残留邦人等支援
準ずる事務であって、 給付等関係情報、介護保険給付等関係
生活に困窮する日本 情報、障害者関係情報、障害者の日常
の国籍を有しない者 生活及び社会生活を総合的に支援する
に対するもの ための法律（平成１７年法律第１２３

号）による自立支援給付の支給に関す
る情報、特別児童扶養手当等の支給に
関する法律（昭和３９年法律第１３４
号）による特別児童扶養手当、障害児
福祉手当若しくは特別障害者手当若し
くは国民年金法等の一部を改正する法
律（昭和６０年法律第３４号）附則第
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９７条第１項による福祉手当の支給に
関する情報、重度心身障害者医療費関
係情報、障害者福祉手当関係情報、児
童手当法（昭和４６年法律第７３号）
による児童手当若しくは特例給付の支
給に関する情報、児童扶養手当関係情
報、子ども医療費関係情報、ひとり親
家庭等医療費関係情報、国民健康保険
給付関係情報又は後期高齢者医療保険
給付関係情報であって規則で定めるも
の

別表第２の３の項中「生活保護関係情報」を「生活保護法による保護の実施若

しくは就労自立給付金若しくは進学準備給付金の支給に関する情報」に改め、「

（昭和２５年法律第１４４号）」を削り、同表に備考として次のように加える。

備考 この表において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

(1) 障害者関係情報 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）によ

る身体障害者手帳、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５

年法律第１２３号）による精神障害者保健福祉手帳又は知的障害者福祉法

（昭和３５年法律第３７号）にいう知的障害者に関する情報をいう。

(2) 重度心身障害者医療費関係情報 川口市重度心身障害者医療費の助成に

関する条例による受給資格の登録及び医療費助成金の支給に関する情報を

いう。

(3) 障害者福祉手当関係情報 川口市障害者福祉手当支給条例による福祉手

当の支給に関する情報をいう。

(4) 子ども医療費関係情報 川口市子ども医療費の支給に関する条例による

受給資格の登録及び医療費の支給に関する情報をいう。

(5) ひとり親家庭等医療費関係情報 川口市ひとり親家庭等の医療費の支給

に関する条例による受給者証の交付及び医療費の支給に関する情報をいう。

(6) 地方税関係情報 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）その他の地方

税に関する法律に基づく条例の規定により算定した税額又はその算定の基

礎となる事項に関する情報をいう。

(7) 中国残留邦人等支援給付等関係情報 中国残留邦人等の円滑な帰国の促
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進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）による支援給付又は配偶者支援金の支給

に関する情報をいう。

(8) 介護保険給付等関係情報 介護保険法による保険給付の支給、地域支援

事業の実施又は保険料の徴収に関する情報をいう。

(9) 児童扶養手当関係情報 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）

による児童扶養手当の支給に関する情報をいう。

(10) 国民健康保険給付関係情報 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９

２号）による保険給付の支給に関する情報をいう。

(11) 後期高齢者医療保険給付関係情報 高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８０号）による医療に関する給付の支給に関する情報

をいう。

別表第３の１の項及び２の項中「法別表第２の２６の項第２欄の事務」を「生

活保護関係事務」に改め、同表３の項中「地方税関係情報」を「地方税法その他

の地方税に関する法律に基づく条例の規定により算定した税額又はその算定の基

礎となる事項に関する情報」に改める。

附 則

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日から施行する。

ただし、第１条の規定は、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関す

る法律（令和３年法律第３７号）附則第１条第１０号に掲げる規定の施行の日から

施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ３４号

川口市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を改正

する条例

川口市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１７年条例

第２８号）の一部を次のように改正する。

第２条第２号中「規程及び」を「規程、」に、「を含む」を「及び議会の規程を

含む」に改め、同条第３号中「又は」を「若しくは議会又は」に改め、同条第４号

中「又は病院事業管理者」を「、病院事業管理者又は議会」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

- 5 -



議案第 ３５号

川口市職員定数条例の一部を改正する条例

川口市職員定数条例（昭和４５年条例第６号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項第１号中「２，５９６人」を「２，６２５人」に改め、同項第３号

中「５７５人」を「５８９人」に改め、同項第５号中「９人」を「１０人」に改め

る。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ３６号

川口市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例

川口市職員退職手当支給条例（昭和３７年条例第６８号）の一部を次のように改

正する。

附則第１３項中「第３５条」を「第３５条の２」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ３７号

川口市感染症診査協議会条例の一部を改正する条例

川口市感染症診査協議会条例（平成２９年条例第５１号）の一部を次のように改

正する。

第２条中「４人」を「５人以内」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ３８号

川口市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例

川口市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２９年条例

第５８号）の一部を次のように改正する。

第２６条第１項第４号ア中「第１３条第３項第２号」を「第１３条第３項第３号

」に改める。

第２９条中「ついて」の次に「、年齢、発達の状況その他の当該母子の事情に応

じ意見聴取その他の措置を講ずることにより、母子それぞれの意見又は意向」を加

える。

第３２条中「児童家庭支援センター」の次に「、里親支援センター」を加える。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ３９号

川口市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例

川口市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例（平成２６年条例第７１号）の一部を次のように改正する。

第２３条の見出しを「（掲示等）」に改め、同条中「掲示しなければ」を「掲示

するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信

されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、放

送又は有線放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧に供しなければ」に改

める。

第３５条第３項中「特定教育・保育施設（」及び「に限る。以下この項において

同じ。）」を削る。

第３６条第３項中「第６条第２項中」の次に「「認定こども園又は幼稚園」とあ

るのは「特別利用教育を提供している施設」と、」を加える。

第５３条第１項中「ものをいう」の次に「。以下この条において同じ」を加え、

同条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方

法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（

電磁的記録に係る記録媒体をいう。）」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４０号

川口市子ども医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例

川口市子ども医療費の支給に関する条例（昭和４８年条例第３８号）の一部を次

のように改正する。

第２条第１号中「乳幼児及び児童」を「１８歳に達する日以後の最初の３月３１

日までの間にある者」に改め、同条第２号及び第３号を削り、同条第４号中「もの

」の次に「（日本国内に住所を有する者に限る。）」を加え、同号を同条第２号と

し、同条中第５号を第３号とし、第６号を第４号とする。

第３条第１項中「に定める」を「の規定による被保険者、組合員若しくは加入者

若しくは」に改め、「及び第５条」を削り、同条第２項第４号及び第５号を次のよ

うに改める。

(4) 川口市重度心身障害者医療費の助成に関する条例（昭和４８年条例第２２号

）に基づき医療費の助成を受けることができる子ども（同条例第５条第１項の

規定により医療費が助成されない者を除く。）

(5) 川口市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例（平成４年条例第３５号

）に基づき医療費の支給を受けることができる子ども（同条例第６条第１項の

規定により医療費が支給されない者を除く。）

第３条第２項に次の１号を加える。

(6) 他の地方公共団体から次に掲げる事業に相当する事業により医療に関する給

付を受けることができる子ども

ア この条例に基づき医療費の支給を行う事業

イ 川口市重度心身障害者医療費の助成に関する条例に基づき医療費の助成を

行う事業

ウ 川口市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例に基づき医療費の支給

を行う事業

第４条の見出し中「乳幼児の医療費の」を削り、同条第１項中「乳幼児に係る医

療費」を「医療費」に、「乳幼児の」を「子どもの」に、「当該乳幼児」を「当該

子ども」に改め、同条第３項中「乳幼児に係る」を削る。

第５条及び第６条を削る。
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第７条の見出し中「交付等」を「交付」に改め、同条第１項中「第４条第１項」

を「前条第１項」に、「乳幼児に係る資格登録者」という。）及び児童に係る資格

登録者であって前条の規定に該当しないと認めるもの」を「受給者」という。）」

に改め、同条第２項を削り、同条を第５条とする。

第８条第１項中「前条第１項の規定により受給資格証の交付を受けた者（以下「

受給者」という。）」を「受給者」に改め、同条を第６条とし、第９条を第７条と

する。

第１０条第１項中「乳幼児に係る資格登録者及び児童に係る資格登録者」を「受

給者」に、「当該」を「第４条第１項の」に改め、「若しくは第５条第１項」を削

り、同条第２項を削り、同条を第８条とし、第１１条を第９条とし、第１２条を第

１０条とする。

第１３条中「第２条第６号」を「第２条第４号」に改め、同条を第１１条とし、

第１４条を第１２条とする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年１０月１日から施行する。ただし、第２条第４号の改正

規定、第３条第２項の改正規定、同項に１号を加える改正規定及び第１０条第２

項を削る改正規定並びに次項の規定は、同年４月１日から施行する。

（施行前の準備）

２ この条例による改正後の川口市子ども医療費の支給に関する条例（以下「新条

例」という。）第４条第１項の規定による受給資格の登録及び新条例第５条の規

定による受給資格証の交付の手続にあっては、この条例の施行の日（以下「施行

日」という。）前においても行うことができる。この場合において、新条例第４

条第３項に規定する受給資格の始期は、施行日とする。

（経過措置）

３ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の川口市子ども医療費の支給に

関する条例（以下「旧条例」という。）第４条第１項又は第５条第１項の規定に

よる受給資格の登録を受けている者は、当該登録に係る子どもについて、施行日

に新条例第４条第１項の規定による登録を受けたものとみなす。
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４ 施行日前において旧条例第５条第１項の規定による受給資格の登録を受けてい

た者に対する医療費（施行日前に行われた診療、薬剤の支給若しくは手当又は訪

問看護に係るものに限る。）の支給制限については、旧条例第６条の規定は、な

おその効力を有する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４１号

川口市重度要介護高齢者福祉手当支給条例の一部を改正する条例

川口市重度要介護高齢者福祉手当支給条例（平成１５年条例第１８号）の一部を

次のように改正する。

第２条第１号中「区分をいう」の次に「。以下同じ」を加える。

第７条中「４月及び１０月の２期」を「１月、３月、５月、７月、９月及び１１

月の６期」に、「前月」を「前々月」に改める。

附 則

この条例は、令和６年７月１日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４２号

川口市重度心身障害者医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例

川口市重度心身障害者医療費の助成に関する条例（昭和４８年条例第２２号）の

一部を次のように改正する。

第３条第１項第１号中クをコとし、キをケとし、同号カ中「及び第７号」を「及

び第９号」に、「第２４条の２４第２項」を「第２４条の２４第３項」に、「。第

７号」を「。同号」に、「（第７号」を「（同号」に改め、同号中カをクとし、オ

をキとし、エをカとし、同号ウ中「第４号」を「第６号」に改め、同号中ウをオと

し、イをエとし、アの次に次のように加える。

イ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第１１項に規定する特定施

設に入居し、又は同条第２５項に規定する介護保険施設に入所している者で、

障害者総合支援法第１９条第３項又は第４項の規定により他の市町村から同

条第１項に規定する支給決定を受けることとなるもの

ウ 他の市町村の長が老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１１条第１

項第１号の規定により同法第２０条の４に規定する養護老人ホームに入所を

委託している者

第３条第１項中第１０号を第１２号とし、第３号から第９号までを２号ずつ繰り

下げ、第２号の次に次の２号を加える。

(3) 本市の区域外に設置されている介護保険法第８条第１１項に規定する特定施

設に入居し、又は同条第２５項に規定する介護保険施設に入所している者で、

障害者総合支援法第１９条第３項又は第４項の規定により本市から同条第１項

に規定する支給決定を受けることとなるもの

(4) 市長が老人福祉法第１１条第１項第１号の規定により本市の区域外に設置さ

れている同法第２０条の４に規定する養護老人ホームに入所を委託している者

第３条第２項に次の１号を加える。

(5) 他の地方公共団体から次に掲げる事業に相当する事業により医療に関する給

付を受けることができる者

ア この条例に基づき医療費の助成を行う事業

イ 川口市子ども医療費の支給に関する条例（昭和４８年条例第３８号）に基
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づき医療費の支給を行う事業

ウ 川口市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例（平成４年条例第３５

号）に基づき医療費の支給を行う事業

第９条第２項に次のただし書を加える。

ただし、市長が当該事項について公簿等により確認することができる場合は、

この限りでない。

附則第２項中「第３条第１項第８号」を「第３条第１項第１０号」に、「同項第

８号」を「同号」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４３号

川口市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

川口市国民健康保険税条例（昭和２９年条例第２５号）の一部を次のように改正

する。

第２条第３項ただし書及び第２２条第１項中「２００，０００円」を「２２０，

０００円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の川口市国民健康保険税条例の規定は、令和６年度以後

の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保険税

については、なお従前の例による。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４４号

川口市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

川口市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年条例第６３号）の一部を次の

ように改正する。

第１１条中「おいて」の次に「読み替えて」を加え、「第２４３条の２の２第８

項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４５号

川口市病院事業使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

川口市病院事業使用料及び手数料条例（平成１８年条例第３４号）の一部を次の

ように改正する。

別表を次のように改める。

別表（第３条関係）

種別 金額（１通につき）

診断書 普通診断書 １，１００円（管理者が別
の交付 に定めるものにあっては、

３，３００円）

死亡診断書 ３，３００円

特別死亡診断書 ５，５００円

健康診断書 １，１００円

障害年金診断書 ５，５００円

身体障害者診断書・意見書（新規） ５，５００円

身体障害者診断書・意見書（再認定） ３，３００円

生命保険診断書 ３，３００円（管理者が別
に定めるものにあっては、
５，５００円）

後遺障害診断書 ７，７００円

特別診断書 ５，５００円（管理者が別
に定めるものにあっては、
７，７００円）

証明書 普通証明書 １，１００円（管理者が別
の交付 に定めるものにあっては、

３，３００円）

自動車損害賠償責任保険診療証明書 ３，３００円

生命保険証明書 ３，３００円（管理者が別
に定めるものにあっては、
５，５００円）

出生証明書 １，１００円

死産証明書 １，１００円

特別証明書 ５，５００円（管理者が別
に定めるものにあっては、
７，７００円）
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の川口市病院事業使用料及び手数料条例の規定は、この

条例の施行の日以後に申請する診断書等の交付に係る手数料について適用し、同

日前に申請した診断書等の交付に係る手数料については、なお従前の例による。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４６号

川口市朝日環境センター施設整備審議会条例

（設置）

第１条 朝日環境センターの施設整備に関する基本計画（以下「基本計画」という。

）の策定を円滑に進めるため、川口市朝日環境センター施設整備審議会（以下「

審議会」という。）を置く。

（所掌事務）

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、基本計画の策定に関する事項について調査

審議する。

（組織）

第３条 審議会は、委員１５人以内をもって組織する。

（委員）

第４条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

(1) 市民

(2) 市内の民間団体から選出された者

(3) 学識経験者

（委員の任期）

第５条 委員の任期は、委嘱の日から審議会が第２条の諮問に対して最終的な答申

を行う日までとする。

（会長及び副会長）

第６条 審議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。

２ 会長は、審議会の会務を総理する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。

（会議）

第７条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。

３ 議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。

（関係者の出席及び資料の提出）
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第８条 審議会は、特に必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて、その

意見を聴き、又は関係者に資料の提出を求めることができる。

（庶務）

第９条 審議会の庶務は、環境部において処理する。

（委任）

第１０条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長

が審議会に諮って定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（川口市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

２ 川口市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和５３年条例

第９号）の一部を次のように改正する。

別表廃棄物処理施設設置等調整委員会の項の次に次のように加える。

朝日環境センター施設整備 会 長 日額 ７，８００円
審議会

委 員 日額 ７，２００円

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４７号

川口市空家等対策協議会条例の一部を改正する条例

川口市空家等対策協議会条例（平成２８年条例第６８号）の一部を次のように改

正する。

第２条中「第６条第１項」を「第７条第１項」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４８号

川口市建築基準法等関係事務手数料条例の一部を改正する条例

川口市建築基準法等関係事務手数料条例（平成１１年条例第５２号）の一部を次

のように改正する。

第１条及び第６条第１号ア中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。

第７条の見出し及び同条第１項中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改め、同項第２

号中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則」を「建築物のエ

ネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４９号

川口市消防法等関係事務手数料条例の一部を改正する条例

川口市消防法等関係事務手数料条例（平成１２年条例第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。

第２条第２号オ中「第１条の２」を「第１条の３」に、「第１条の３」を「第１

条の４」に改め、同号カ(ｱ) 中「１，１８０，０００円」を「１，４５０，０００

円」に改め、同号カ(ｲ) 中「１，４１０，０００円」を「１，７２０，０００円」

に改め、同号カ(ｳ) 中「１，５９０，０００円」を「１，９２０，０００円」に改

め、同号カ(ｴ) 中「１，９５０，０００円」を「２，３６０，０００円」に改め、

同号カ(ｵ) 中「２，２７０，０００円」を「２，７４０，０００円」に改め、同号

カ(ｶ) 中「４，５５０，０００円」を「５，６４０，０００円」に改め、同号カ(ｷ

) 中「５，８２０，０００円」を「７，２４０，０００円」に改め、同号カ(ｸ) 中

「７，０７０，０００円」を「８，７９０，０００円」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条第２号オの改正規

定は、公布の日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５０号

川口市空家等対策に関する条例の一部を改正する条例

川口市空家等対策に関する条例（平成３０年条例第２８号）の一部を次のように

改正する。

第２条中「特定空家等（」を削り、「をいう。）」を「及び法第１３条第１項に

規定する管理不全空家等」に、「第３条」を「第５条」に改める。

第３条中「規定による」を削る。

第４条第１項中「第１４条第１項」を「第１３条第１項の指導若しくは同条第２

項の規定による勧告若しくは法第２２条第１項」に改め、「同条第２項の」及び「

同条第３項の」の次に「規定による」を加え、同条第３項中「前項の」の次に「規

定による」を加える。

第７条及び第８条中「規定による措置」を「措置」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５１号

川口市営住宅設置及び管理条例の一部を改正する条例

川口市営住宅設置及び管理条例（平成９年条例第４７号）の一部を次のように改

正する。

第６条第１項第１号ク(ｲ) 中「第１０条第１項（」を「第１０条第１項又は第１

０条の２（これらの規定を」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５２号

川口市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

川口市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年条例第６１号

）の一部を次のように改正する。

第７条中「おいて」の次に「読み替えて」を加え、「第２４３条の２の２第８項

」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５３号

訴えの提起について

学校給食費及び放課後児童クラブ利用料に伴う支払督促の申立てに係り、債務者

から異議の申立てがなされた場合、民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）第３９

５条の規定により、支払督促の申立ての時に、支払督促を発した簡易裁判所への訴

えの提起があったものとみなされるため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市戸塚境町７番１号

ベルフォーレ戸塚境２０２

川 瀬 麻 美

２ 事件の内容

上記の者は、扶養する子が学校在学中に利用した学校給食費及び放課後児童ク

ラブ利用料の滞納について、電話や催告書等による再三の催告に応じなかった。

そこで、債務者に対し当該債権等に係る金銭の支払い等を求め、支払督促及び仮

執行宣言の申立てを行うものである。

その際、上記の者が支払督促又は仮執行宣言付支払督促を受領後、異議の申立

てを行った場合には、民事訴訟法第３９５条の規定により支払督促又は仮執行宣

言の申立てが支払督促を発した簡易裁判所への訴えに移行するため、予め地方自

治法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し学校給食費及び放課後児童クラブ利用料並びにこれに係る遅延

損害金の支払いを求めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から学校給食費及び放課後児童クラブ利用料を完納する旨の申入れ

があり、かつ、その履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。
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令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５４号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金に伴う支払督促の申立てに係り、債務者から異議の申立て

がなされた場合、民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により、

支払督促の申立ての時に、支払督促を発した簡易裁判所への訴えの提起があったも

のとみなされるため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１

２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市大字石神１１１２番地

小 島 きよみ

２ 事件の内容

上記の者は、進学に当たって借り入れた奨学資金貸付金について、返還を求め

る電話や催告書等による再三の催告に応じなかった。そこで、債務者に対し当該

債権等に係る金銭の支払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言の申立てを行うも

のである。

その際、上記の者が支払督促又は仮執行宣言付支払督促を受領後、異議の申立

てを行った場合には、民事訴訟法第３９５条の規定により支払督促又は仮執行宣

言の申立てが支払督促を発した簡易裁判所への訴えに移行するため、予め地方自

治法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る延滞利息の支払いを求め

るもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５５号

訴えの提起について

一般被保険者返納金、学校給食費及び母子福祉資金償還金に伴う支払督促の申立

てに係り、債務者から異議の申立てがなされた場合、民事訴訟法（平成８年法律第

１０９号）第３９５条の規定により、支払督促の申立ての時に、支払督促を発した

簡易裁判所への訴えの提起があったものとみなされるため、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市前川３丁目４番２７－６３３号

前川住宅

齊 藤 京 子

齊 藤 剛

２ 事件の内容

上記、齊藤京子は、資格の適用終了により発生した一般被保険者の返納金、扶

養する子が学校在学中に利用した学校給食費の滞納及び子の就学に当たって借り

入れた母子福祉資金の償還金について、上記、齊藤剛は、本人の就学に当たって

借り入れた母子福祉資金の償還金について、電話や催告書等による再三の催告に

応じなかった。そこで、債務者に対し当該債権等に係る金銭の支払い等を求め、

支払督促及び仮執行宣言の申立てを行うものである。

その際、上記の者が支払督促又は仮執行宣言付支払督促を受領後、異議の申立

てを行った場合には、民事訴訟法第３９５条の規定により支払督促又は仮執行宣

言の申立てが支払督促を発した簡易裁判所への訴えに移行するため、予め地方自

治法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し一般被保険者返納金、学校給食費及びこれに係る遅延損害金並

びに母子福祉資金償還金及びこれに係る違約金の支払いを求めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い
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(1) 上記の者から一般被保険者返納金、学校給食費及び母子福祉資金償還金を完

納する旨の申入れがあり、かつ、その履行が見込まれる場合は、和解するもの

とする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５６号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金に伴う支払督促の申立てに係り、債務者から異議の申立て

がなされた場合、民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により、

支払督促の申立ての時に、支払督促を発した簡易裁判所への訴えの提起があったも

のとみなされるため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１

２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

戸田市大字新曽１８１番地の１

フレンドリー春大路５０２号室

佐 川 綾

２ 事件の内容

上記の者は、進学に当たって借り入れた奨学資金貸付金について、返還を求め

る電話や催告書等による再三の催告に応じなかった。そこで、債務者に対し当該

債権等に係る金銭の支払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言の申立てを行うも

のである。

その際、上記の者が支払督促又は仮執行宣言付支払督促を受領後、異議の申立

てを行った場合には、民事訴訟法第３９５条の規定により支払督促又は仮執行宣

言の申立てが支払督促を発した簡易裁判所への訴えに移行するため、予め地方自

治法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る延滞利息の支払いを求め

るもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。
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令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５７号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金に伴う支払督促の申立てに係り、債務者から異議の申立て

がなされた場合、民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により、

支払督促の申立ての時に、支払督促を発した簡易裁判所への訴えの提起があったも

のとみなされるため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１

２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市本町３丁目２番２５－４０４号

エクレール川口

田 中 海 大

２ 事件の内容

上記の者は、進学に当たって借り入れた奨学資金貸付金について、返還を求め

る電話や催告書等による再三の催告に応じなかった。そこで、債務者に対し当該

債権等に係る金銭の支払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言の申立てを行うも

のである。

その際、上記の者が支払督促又は仮執行宣言付支払督促を受領後、異議の申立

てを行った場合には、民事訴訟法第３９５条の規定により支払督促又は仮執行宣

言の申立てが支払督促を発した簡易裁判所への訴えに移行するため、予め地方自

治法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る延滞利息の支払いを求め

るもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。
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令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５８号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金に伴う支払督促の申立てに係り、債務者から異議の申立て

がなされた場合、民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により、

支払督促の申立ての時に、支払督促を発した簡易裁判所への訴えの提起があったも

のとみなされるため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１

２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市東領家３丁目２９番１８－４０６号

ＬＣ２番館

成 田 祐 太

２ 事件の内容

上記の者は、進学に当たって借り入れた奨学資金貸付金について、返還を求め

る電話や催告書等による再三の催告に応じなかった。そこで、債務者に対し当該

債権等に係る金銭の支払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言の申立てを行うも

のである。

その際、上記の者が支払督促又は仮執行宣言付支払督促を受領後、異議の申立

てを行った場合には、民事訴訟法第３９５条の規定により支払督促又は仮執行宣

言の申立てが支払督促を発した簡易裁判所への訴えに移行するため、予め地方自

治法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る延滞利息の支払いを求め

るもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。
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令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

- 39 -



議案第 ５９号

訴えの提起について

学校給食費に伴う支払督促の申立てに係り、債務者から異議の申立てがなされた

場合、民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により、支払督促

の申立ての時に、支払督促を発した簡易裁判所への訴えの提起があったものとみな

されるため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規

定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

東京都足立区伊興５丁目１６番２１号

メゾンド・エスポワール２０２

西 元 園 江

２ 事件の内容

上記の者は、扶養する子が学校在学中に利用した学校給食費の滞納について、

電話や催告書等による再三の催告に応じなかった。そこで、債務者に対し当該債

権等に係る金銭の支払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言の申立てを行うもの

である。

その際、上記の者が支払督促又は仮執行宣言付支払督促を受領後、異議の申立

てを行った場合には、民事訴訟法第３９５条の規定により支払督促又は仮執行宣

言の申立てが支払督促を発した簡易裁判所への訴えに移行するため、予め地方自

治法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し学校給食費及びこれに係る遅延損害金の支払いを求めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から学校給食費を完納する旨の申入れがあり、かつ、その履行が見

込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６０号

訴えの提起について

児童扶養手当返還金に伴う支払督促の申立てに係り、債務者から異議の申立てが

なされた場合、民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により、

支払督促の申立ての時に、支払督促を発した簡易裁判所への訴えの提起があったも

のとみなされるため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１

２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市中青木３丁目１０番２２号

モーメントピュア３０２号

吉 田 比呂充

２ 事件の内容

上記の者は、修正申告により過払いが判明した児童扶養手当の返還金について、

電話や催告書等による再三の催告に応じなかった。そこで、債務者に対し当該債

権等に係る支払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言の申立てを行うものである。

その際、上記の者が支払督促又は仮執行宣言付支払督促を受領後、異議の申立

てを行った場合には、民事訴訟法第３９５条の規定により支払督促又は仮執行宣

言の申立てが支払督促を発した簡易裁判所への訴えに移行するため、予め地方自

治法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し児童扶養手当返還金の支払いを求めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から児童扶養手当返還金を完納する旨の申入れがあり、かつ、その

履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

- 41 -



議案第 ６１号

訴えの提起について

国民健康保険診療報酬及び高額療養費の不当利得返還請求に関し、訴えをさいた

ま地方裁判所に提起し、又は和解するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

東京都渋谷区神宮前５丁目１３番１０－４０３号

尾 内 雅 美

２ 事件の内容

埼玉県内の医療機関の開設者である上記の者は、市の国民健康保険被保険者に

係る診療報酬及び高額療養費を不当に利得した。市は、上記の者に対し当該不当

利得の返還を求めたが、現在に至るまで返還がなされていないことから、被告に

対し不当利得及びこれに係る遅延損害金の支払いを求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 被告に対し国民健康保険診療報酬及び高額療養費の不当利得及びこれに係る

遅延損害金の支払いを求めるもの

(2) 被告に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から不当利得及び遅延損害金を完納する旨の申入れがあり、かつ、

その履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６２号

公の施設の指定管理者の指定について

次のとおり公の施設の指定管理者を指定することについて、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により議決を求める。

記

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称

川口市立新郷保育所

２ 指定管理者となる団体の名称

川口市坂下町１丁目１４番１７号

社会福祉法人陽彩こころの会

理事長 森 寺 恵 理

３ 指定の期間

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６３号

公の施設の指定管理者の指定について

次のとおり公の施設の指定管理者を指定することについて、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により議決を求める。

記

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称

川口市立芝南保育所

２ 指定管理者となる団体の名称

川口市芝樋ノ爪２丁目８番２５号

学校法人本多学園

理事長 安 藤 孝 代

３ 指定の期間

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６４号

包括外部監査契約の締結について

次のとおり包括外部監査契約を締結するため、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２５２条の３６第１項の規定により議決を求める。

記

１ 契 約 の 目 的 包括外部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告

２ 契 約 の 始 期 令和６年４月１日

３ 契 約 の 金 額 １５，２８０，０００円を上限とする額

４ 契約の相手方 埼玉県さいたま市浦和区元町３丁目２０番１号

公認会計士 久 保 直 生

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６５号

市道路線の認定について

次の市道路線を認定するため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２

項の規定により議決を求める。

記

別添市道路線認定調書のとおり

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６６号

市道路線の認定について

次の市道路線を認定するため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２

項の規定により議決を求める。

記

重 要 な
路 線 名 起 点 終 点 幅 員 延 長

経 過 地 （ｍ） （ｍ）

新 郷
東本 郷 2 丁 目 1 2 番 4 9 地 先 東 本 郷 2 丁 目 1 2 番 4 3 地 先 5.0 87.7

第105-2号線

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６７号

市道路線の認定について

次の市道路線を認定するため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２

項の規定により議決を求める。

記

重 要 な
路 線 名 起 点 終 点 幅 員 延 長

経 過 地 （ｍ） （ｍ）

戸 塚
大字差間字立野橋後385番3地先 大字差間字立野橋後392番1地先 5.0 101.0 ①

第141-1号線

戸 塚 0.9
大字差間字立野橋後392番1地先 大字差間字立野橋後369番地先 ～ 119.6 ②

第141-2号線 4.0

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６８号

市道路線の廃止について

次の市道路線を廃止するため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第

３項の規定により議決を求める。

記

重 要 な
路 線 名 起 点 終 点 幅 員 延 長

経 過 地 （ｍ） （ｍ）

戸 塚 0.9
大字差間字立野橋後384番2地先 大字差間字立野橋後369番地先 ～ 156.4

第 1 4 1 号 線 2.9

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６９号

市道路線の廃止について

次の市道路線を廃止するため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第

３項の規定により議決を求める。

記

別添市道路線廃止調書のとおり

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ７０号

川口市監査委員の選任同意について

川口市監査委員に次の者を選任するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１９６条第１項の規定により同意を求める。

記

金 井 洋 昭和５４年６月１９日生 川口市大字里４４９番地の２

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

経 歴 書

氏 名 金 井 洋

生年月日 昭和５４年６月１９日

現 住 所 川口市大字里４４９番地の２

平成２０年 ８月 税理士登録

平成２７年 ４月 関東信越税理士会川口支部理事

平成２９年 ４月 川口関税会理事

平成３１年 ４月 関東信越税理士会川口支部副支部長

令和 ２年 ３月 川口市監査委員
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議案第 ７１号

人権擁護委員の候補者の推薦について

人権擁護委員の候補者に次の者を推薦するため、人権擁護委員法（昭和２４年法

律第１３９号）第６条第３項の規定により意見を求める。

記

伊 藤 真理子 昭和５４年１月１日生 川口市青木２丁目８番２０号

令和６年２月２６日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

経 歴 書

氏 名 伊 藤 真理子

生年月日 昭和５４年１月１日

現 住 所 川口市青木２丁目８番２０号

令和 ４年 ５月 川口市文化芸術審議会審議委員

令和 ５年 ４月 有限会社ますいいリビングカンパニー取締役
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